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講演の概要 

• 被災地の現状 

• 住宅分野の取組み 

• 住宅再建推進における課題 

• 実施中の研究課題より 

• 今後に向けて 

 

 



住生活基本計画の「４つの目標」と「５つの横断的視点」 

住生活基本法（H18.6公布）に基づく「住生活基本計画（全国計画）」 
         （H23.3改訂、計画年度H23～H32）より 

 



被災地の現状と経過1 

 



被災地の現状と経過2 



被災地の現状と経過3 

復興庁「復興の現状と取組；平成25年9月」より 



被災地の現状と経過4 
住宅着工（持家）の推移 

（住宅着工統計調査より） 



 



被災地の現状について 

• 仮設等入居者は徐々に減少（恒久的住宅の供給が進展） 

• なお３０万人近い被災者が避難生活 

• 恒久的住宅の供給には地域差 



 



 



阪神淡路大震災と東日本大震災の比較 

• いずれの震災においても全壊、半壊合計で４０％にも及
ぶ被害 

• 自治体の規模に大きな差 

• 公的住宅のストックにも大きな差 

• 過疎化、高齢化が進む中での大災害 

 



国総研（住宅分野）の主な取組み 

• 応急仮設住宅等に係る技術的助言 

• 住宅再建の推進体制確立に向けた課題整理、調
査研究及び技術的助言 

  （地域型復興住宅推進など） 

• 災害公営住宅建設推進に係る技術的助言 

• 今後の大災害への対応に向けた調査研究 

 

 

 



災害公営住宅建設促進への技術的支援 

• 国（国土交通省住宅局）が実施する調査で基本計画の検討
など、具体の建設地区の事業促進のための作業を行った市
町村数は約４０都市に上る（岩手、宮城、福島の合計）。 

• 災害公営住宅供給計画、被災者の入居意向調査の分析な
どの支援を行った市町村も多い。 

• 住宅供給の促進に向けて様々な市町村の要請に応じた作
業も実施。 

• 各市町村の事業促進に貢献するとともに、他の市町村でもこ
れをモデルに事業推進が図られることを期待。 

 



災害公営住宅建設推進への協力 

 



住宅再建の推進体制確立に向けて 

• 早期の住宅再建に向け、被災者の自力再建を促すとともに、
住宅供給の体制を整えることは地域の復興における重要な
課題。 

• 特に今後市街地整備の進展により大量の宅地供給が行わ
れることが見込まれる中、円滑に住宅供給が行われる体制
づくりが課題。 

• 地域の生産力、材料・資材供給、人員確保などを図るととも
に、被災者に対する住宅再建の相談体制、発注支援体制づ
くりなどを図る必要。 

• 供給後の管理体制も合わせて検討しておくことが重要。 



被災地における住宅再建体制の事例 
（新潟県長岡市） 



今後の課題  復興の早期実現に向けて 

  災害公営住宅建設推進のために実施されている国交省の調査事
業おいて課題として指摘されている事項は次のとおり。 

   
• 被災者の意向を踏まえた供給戸数の継続的な精査 
• 高齢者の居住 
• コミュニティの再生 
• 安全で安心な住まいづくり、地域の防災性への貢献  
• 環境への配慮、自然エネルギーの利用 
• 面的な整備事業との連携 
• 段階的整備の検討 
• スピードアップに向けた生産、供給体制 
• 仮設住宅から恒久的住宅への計画的な移行 
• 居住者選定手続き 
• ストック管理             など 
 

  これらは、災害公営住宅の建設に留まらず、自立再建も含め住宅
の再建全般にわたって意識すべき課題である。 

 
 
 



課題への対応に向けて 
（実施中の研究テーマより） 

• 災害時の要支援者への対応に関して 

 

• 大災害時の災害公営住宅供給のあり方について 

 

• 供給体制の確保／スピードアップ 

 

• 福島原発避難者の居住確保 

 

 

 

 

 



 避難弱者等の建築人間工学的情報の整備

 情報弱者（視・聴覚、外国人等）への情報提示法の確
立

 HEMS（Home Energy Management System）技術や井戸
水等を活用したインフラ依存の低い住宅技術の提案

災害時の避難弱者に向けた支援技術に関する基礎的研究（研究機関：H24～H26）

 住宅・住環境の災害時の支援技術の整備

 避難弱者も含む非常時のバリアフリー技術の
確立

 避難弱者の属性に応じた災害時の
支援技術の確立

 避難弱者の身体特性情報の整備

 地震・津波から人命を守る
 発生後72時間の安全・安心を確保する

国総研の研究

（上位目標）

（国土交通省のミッション）

（ミッション達成に必要な条件）

（ミッションを阻む要因）

 避難弱者の属性に応じた災害時の
支援技術の未整備・未整理

 災害時の避難距離や避難時間等を
設定する場合の根拠データの不足

 災害時の避難距離や避難時間等を設定する場合の根拠
データへの活用

 災害時の住宅・住環境に関するガイドラインへの活用

車いすでの階段避難

インフラ依存の低い住宅技術





地域型復興住宅の生産体制及び広域支援のあり方に関する研究
（研究期間：H24～H26）

 被災者のための地域の状況に即した恒
久的住宅の整備・確保

 まちづくり事業等との連携

 被災者、住宅生産者双方への情報提供
等支援

 地域の被災状況と復興計画・関連事業に
関する情報の把握

 被災者の状況と意向の把握
 地域の住宅生産体制関連情報の把握

 被災者の健全で安定した生活の確保
 被災地の復興に向けた活動の支援

国総研の研究（(独)建築研究所と連携）

（上位目標）

（国土交通省(住宅分野)のミッション）

（ミッション達成に必要な条件）

（ミッションを阻む要因）
 各種要因による面整備事業等の遅延
 被災者への的確な関連情報提供が困難

 資材・人材不足等による住宅の円滑な生
産供給が困難

◆地域型復興住宅のイメージ

 大規模・広域災害の被災地において有効な住宅生産体制
等の検討・提案

 「被災地域での『地域型復興住宅』の取り組みに関する
実態調査

･･･ 被災３県の住宅生産者の被災後の各種取り組み
(被災者への情報提供等を含む)の実態調査

･･･ 地域型復興住宅等の生産者グループ（木材・資材
供給、流通、～設計、施工）に関する実態調査と分析
･･･ 被災地において有効な住宅生産体制等の検討



住宅分野の取組み   事例４ 



四川大地震について 

• 復興への日中両国間の協力事業の一つとして、住宅、建築
物の耐震化に必要となる人材育成を図るプロジェクトを実施。 

    （耐震建築人材育成プロプロジェクト；2009.5～2013.5） 

• 四川大地震の復興は中国における耐震性向上、防災性向
上のモデルとなるべきものと認識されている。 

 

• 中国においても東日本大震災の復興過程に注目。 

 

• 東日本大震災の復興過程も、災害への対応のモデルである
と同時に、今後の地域作りのモデルとなるべきものでなけれ
ばならない。 



復興構想７原則（復興構想会議 H23.5.10） 



まとめ 

• スピードアップに向けて課題は多い 

• 今後の地域づくり、住まいづくり、住生活支援などのモデル
でもある 

• 時間とモデルとなる環境づくりは相反する命題でもあるが、
早期の再建に向けて引き続き支援 

• 今後の大災害への備えとしても調査研究を推進 

• お集まりの皆様からも指導、助言をお願いしたい 


